
事 務 連 絡

令 和 ７ 年 ４ 月23日 

各財務（支）局、沖縄総合事務局 

 多重債務相談業務担当課 

各都道府県 

多重債務者相談担当課 

消費生活相談担当課  御中 

金融庁企画市場局総務課信用制度参事官室 

消費者庁消費者政策課 

ギャンブル等依存症対策推進基本計画における各地域の 

包括的な連携協力体制の構築について（依頼） 

 平素から、多重債務対策・消費者行政の推進に対し、御理解・御協力を賜り、厚く御礼申し

上げます。 

ギャンブル等依存症対策基本法（平成30年法律第74号）第20条においては、国及び地方

公共団体は、「医療機関、精神保健福祉センター、保健所、消費生活センター、日本司法支援

センターその他の関係機関、民間団体等の間における連携協力体制の整備を図るために必要

な施策を講ずるものとする」と規定されており、ギャンブル等依存症対策推進基本計画（令和

７年３月21日閣議決定）において、地域における包括的な連携協力体制を構築することとさ

れています。 

これを受け、令和７年４月17日付で、厚生労働省から別添の通知が発出されたところです。 

 各担当部局におかれましては、これまでも地域における包括的な連携協力体制に積極的に

参画していただいているところですが、多重債務問題及び消費者問題への対応の際にギャン

ブル等依存症である者等と接点を持つ場合があることを踏まえ、引き続き当該連携協力体制

に積極的に参画し、情報や課題の共有、最新の知見の収集等を図り、若年者を含む消費者への

啓発をはじめとした依存症対策への活用を検討していただきますよう、よろしくお願いいた

します。 

なお、各都道府県の担当部局においては、管内市町村（指定都市を含む。）に対し、本件の

周知を図っていただけるよう、よろしくお願いいたします。 

（参考） 

別添「ギャンブル等依存症対策における各地域の包括的な連携協力体制の構築等につい

て」（障精発0417第１号・令和７年４月17日） 

【問合せ先】 

金融庁企画市場局総務課信用制度参事官室 

電 話 03-3506-6646 

消費者庁消費者政策課 

電 話 03-3507-9185（内線2191） 



障精発 0417第 1号 

令和７年４月 17日 

都 道 府 県 知 事 

各 殿 

指 定 都 市 市 長 

厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部精神・障害保健課長 

（ 公 印 省 略 ） 

ギャンブル等依存症対策における各地域の包括的な連携協力体制の構築等について 

障害保健福祉行政の推進につきましては、日頃よりご尽力いただき、厚く御礼申し上げ

ます。 

さて、ギャンブル等依存症対策については、別添の「ギャンブル等依存症対策における

各地域の包括的な連携協力体制の構築について」（令和元年９月 17日付け障発 0917 第

４号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）において、「ギャンブル等依存症対

策連携会議」（以下、「連携会議」という。）の設置・開催をお願いしてきたところで

す。また、令和７年３月に閣議決定により変更された「ギャンブル等依存症対策推進基本

計画（以下「基本計画」という。）」では、都道府県及び政令指定都市（以下「都道府県

等」という。）において、地域の関係機関が参画する包括的な連携協力体制の構築及び連

携協力をより一層推進することが求められているところです。 

つきましては、各都道府県等におきましては、下記にご留意いただき、包括的な連携協

力体制の構築等を図っていただきますようお願いします。 

なお、本通知における連携会議の考え方は、アルコール、薬物に係る依存症対策におけ

る連携会議においても同様であることを申し添えます。 

記 

１．基本計画や地域の実情等を踏まえた連携会議の開催等について 

 基本計画では連携会議について、基本計画や地域の実情等を踏まえ連携会議を開催

し、各地域における取組を促す、特に、多重債務問題への対応の観点から司法書士会

等、また、若年者への啓発の観点から各都道府県の教育委員会等の積極的な参画を促進

すること、とされました。 

都道府県等におかれては、司法書士会や教育委員会等との連携も含め、これらの取組

を着実に実施することで、連携協力体制のもと、包括的な支援を推進していただきます

ようお願いいたします。 

別添



２．政令指定都市における連携会議の開催等について 

令和６年９月末時点の調査によれば、一部の政令指定都市において、連携会議が設

置・開催されていない状況にあります。連携会議を開催していない政令指定都市におか

れては、別添の通知についてご留意いただき、開催について積極的にご検討いただくよ

うお願いいたします。 

なお、すでに各都道府県が開催する連携会議に参画し、当該連携会議において政令指

定都市の取組状況について報告をするなどにより、関係機関で政令指定都市を含めた問

題意識などの共有ができており、改善点や対応方法を議論している場合、当該政令指定

都市においても連携会議を設置しているものとしていただいて構いません。 
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